
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名    デンセイ・ラムダ株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    6917 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役　管理本部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　小橋　正實 TEL (03) 3447 - 4411
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 24日

親会社名　　   インベンシス　ｐｌｃ　     （コード番号： 　-  ） 親会社における当社の株式保有比率：　58.2　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 58,207 15.0 4,181 150.5 3,693 228.9

12年  3月期 50,605 103.7 1,668 △ 32.2 1,123 △ 41.9

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 2,315 - 106.42 - 11.3 6.8 6.3

12年  3月期 △ 4,021 - △ 190.11 - △ 18.7 2.7 2.2

(注)①持分法投資損益 13年  3月期                1 百万円          12年  3月期                0 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期    21,758,193 株　　　12年  3月期    21,154,959 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 52,673 21,632 41.1 996.32

12年  3月期 55,543 19,204 34.6 880.77

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期    21,712,178 株　　　12年  3月期    21,804,207 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 2,197 1,666 △ 3,747 5,660

12年  3月期 △ 2,916 4,670 △ 3,648 5,322

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）1　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 25,500 1,150 700

通　　期 56,500 3,600 2,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   92 円 11 銭 



 
(２) 所在地別セグメント情報

 

前連結会計年度(自平成 11年 4月 1日 至平成 12年 3月 31日）

日　本 アジア・太平洋 イスラエル 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業利益

売  上  高

(1)外部顧客に対する売上高 44,989,707 3,640,402 1,974,921 50,605,031 - 50,605,031

(2)セグメント間の内部売上高 1,516,991 11,725,758 298,450 13,541,200 (13,541,200) - 

計 46,506,699 15,366,160 2,273,371 64,146,232 (13,541,200) 50,605,031

営 業 費 用 46,193,084 13,015,714 2,120,594 61,329,393  (12,393,274)48,936,118

営 業 利 益 313,614 2,350,446 152,777 2,816,838   (1,147,925) 1,668,913

Ⅱ 資　産 46,658,931 6,991,857 1,036,967 54,687,757      856,054 55,543,811

当連結会計年度(自平成 12年 4月 1日 至平成 13年 3月 31日）

日　本 アジア・太平洋 イスラエル 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業利益

売  上  高

(1)外部顧客に対する売上高 50,954,723 4,731,147 2,522,066 58,207,937 - 58,207,937

(2)セグメント間の内部売上高 1,392,541 14,871,275 396,566 16,660,383 (16,660,383) - 

計 52,347,264 19,602,422 2,918,633 74,868,321 (16,660,383) 58,207,937

営 業 費 用 50,761,673 16,610,895 2,643,848 70,016,417 (15,989,593) 54,026,824

営 業 利 益 1,585,591 2,991,527 274,784 4,851,903 (670,790) 4,181,113

Ⅱ 資　産 41,358,068 6,846,186 1,308,032 49,512,287 3,160,933 52,673,220

(注) 1.地域は地理的近接度により区分しております。

     2.本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りであります。

       (1) アジア・太平洋･････中国、マレーシア、シンガポール、タイ、香港、オーストラリア

3. ｢消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下の通りであります。

   （単位：千円）
当　連　結 前 連 結

  会計年度 会計年度                           主     な    内    容
提出会社の経営管理、財務部門等、一般管理

 配賦不能営業費用の金額 944,123 1,067,458 部門に係る費用であります。

   

提出会社の余資運用資産（現預金）、長期投資

 全社資産の金額 9,337,843 8,426,791 資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産

等であります。

 消去又は全社の項目に含めた

 消去又は全社の項目に含めた

　　　　（単位：千円）

　　　　　（単位：千円）



(3) 海外売上高

前連結会計年度(自平成 11年 4月 1日 至平成 12年 3月 31日） （単位：千円）

 　東南アジア 　北　米 計

千円
Ⅰ 海   外   売   上   高 2,617,143 2,377,751 6,304,328 11,299,223

Ⅱ 連   結   売   上   高 － － － 50,605,031

Ⅲ 海  外  売  上  高  の

連結売上高に占める割合 5.2% 4.7% 12.5% 22.3%

当連結会計年度 (自平成 12年 4月 1日 至平成 13年 3月 31日）  （単位：千円）

 ヨーロッパ 　　東南アジア 　　北　　米 その他の地域 計

千円
Ⅰ 海   外   売   上   高 2,778,742 2,530,512 2,492,043 5,555,806 13,357,104

Ⅱ 連   結   売   上   高 － － － － 58,207,937

Ⅲ 海  外  売  上  高  の

連結売上高に占める割合 4.8% 4.3% 4.2% 9.5% 22.9%

(注)1.地域は、地理的近接度により区分しております。

    2.各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

      (1) ヨ-ロッパ    ･・・ イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、ギリシャ、スｳｴ－デン

      (2) 東南アジア   ･・・ シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン

      (3) 北   米      ･・・ 米国、カナダ

    3. 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

    4. 前連結会計年度の「ヨ－ロッパ」における売上高は、2,320,492千円でその海外売上高の連結売上高に占める割合は、4.6％であり

       ｢その他の地域」として記載されておりましたが、当連結会計年度においてその海外売上高の連結売上高に占める割合が、4.8％と

　　　　なり｢東南アジア」と｢北米」を上回ったため別掲しております。

　

　

その他の地域



【リース取引】

 リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ－ス取引

  (1)リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　【前連結会計年度】 取得価格相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 72,072 千円 42,114 千円 29,958 千円

(有形固定資産)その他 678,090 479,810 198,279
(無形固定資産)その他 10,751 280 10,470
〔合計〕 760,914 522,205 238,708

　【当連結会計年度】

機械装置及び運搬具 84,207 千円 37,837 千円 46,369 千円

(有形固定資産)その他 465,245 315,326 149,919
(無形固定資産)その他 50,082 3,566 46,515
〔合計〕 599,534 356,730 242,804

  (2)未経過リース料期末残高相当額

【前連結会計年度】 【当連結会計年度】

138,027 千円 100,684 千円

126,584 152,640

264,611 253,325

  (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

【前連結会計年度】 【当連結会計年度】

229,004 千円 171,171 千円

171,568 145,958

18,332 11,747

  (4)減価償却費相当額の算定方法

長岡事業所…………リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を10%とする定率法により計算した減価償却費

相当額に簡便的に九分の十を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によって

おります。

上記以外……………リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

減価償却費相当額

支 払 利 息 相 当 額

１ 年 内

１ 年 超

合 計

支 払 リ － ス 料



【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成11年4月1日　至平成12年3月31日）

(1)親会社及び法人主要株主等

属　性 住　　所 役員の 事業上 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高
兼任等 の関係

千ﾎﾟﾝﾄﾞ 該当事
ｲﾝﾍﾞﾝｼｽ London United 被所有間接 項はあ
PLC. Kingdom 58.20 りませ

ん。

(2)役員及び個人主要株主等

属　性 住　　所 役員の 事業上 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高
兼任等 の関係

役員及びその 当社役員

近親者が議決 有限会社 苫米地俊博が

権の過半数を 苫 米 地 50.0%を直接所有 コンサルタン
自己の計算に コンサル 役員の近親者が ト料の支払
おいて所有し タ ン ツ 50.0%間接所有し
ている会社　 ております。

 役員 長谷川秀春  千葉県東金市 － 当社取締役 － － － 7,619 － －

(注)　上記(１)、(２)の取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

当連結会計年度（自平成12年4月1日　至平成13年3月31日）

(1)役員及び個人主要株主等

属　性 住　　所 役員の 事業上 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高
兼任等 の関係

役員及びその 当社役員

近親者が議決 有限会社 苫米地俊博が

権の過半数を 苫 米 地 50.0%を直接所有 コンサルタン
自己の計算に コンサル 役員の近親者が ト料の支払
おいて所有し タ ン ツ 50.0%間接所有し
ている会社　 ております。

 役員 長谷川秀春  千葉県東金市 － 当社取締役 － － － 1,904 － －

(注)　上記(１)の取引金額には消費税等は含まれておりません。

7,142 － －

コンサルタン

ト料の支払

関係内容

当社経

営にお

けるア

ドバイ

ス

経営コンサ

ルティング

等

東京都武蔵野市 5,000 兼任１

会 社 等

の 名 称

資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

コンサルタン

ト料の支払

会 社 等

の 名 称

会 社 等

の 名 称

経営コンサ

ルティング

等

兼任１

当社経

営にお

けるア

ドバイ

ス

957,000 持株会社

5,000

議決権等の所有

（被所有）割合

 親会社

8,571 －

資金の借入 1,500,000

関係内容
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

東京都武蔵野市

利息の支払

－

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

短期借入金 1,500,000

－ －6,377

関係内容

兼任４

資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の所有

（被所有）割合



【税効果会計】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

繰延税金資産
賞与引当金 86,408 215,016
退職給与引当金 1,421,084 -
退職給付引当金 - 1,204,447
事業構造改革引当金 257,483 -
未払費用 186,005 204,380
未実現棚卸資産 60,493 74,780
閉鎖工場の土地及び建物除却損 250,853 237,795
生産中止に伴う建物除却損 426,802 398,786
繰越欠損金 294,235 -
その他 232,274 791,181

繰延税金資産小計 3,215,637 3,126,388
評価性引当額 - -
繰延税金資産合計 3,215,637 3,126,388
繰延税金負債 -
在外子会社の留保利益 △ 785,162 △ 1,286,755
在外子会社の特別償却額等 △ 70,347 △ 211,505
その他有価証券評価差額金 - △ 878,595
その他 △ 69,109 △ 12,547

繰延税金負債合計 △ 924,618 △ 2,389,404
繰延税金資産の純額 2,291,019 736,983

２．法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因の主な項目の内訳は、以下のとおりであり
   　ます。
　　　（前連結会計年度）
当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上しておりますので、該当事項はありません。

　　　（当連結会計年度）
（平成１３年３月３１日現在）

　　　　　法定実効税率 42.0%
　　　　　　（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.1%
外国税額控除 △ 2.3%
外国税額控除に関する税効果 △ 0.3%
住民税均等割 1.2%
国内より税率の低い海外子会社の実際税額との差額 △ 19.2%
海外子会社の留保金に対する税効果 5.4%
連結修正仕訳に対する税金額 8.7%
その他　 △ 0.7%

　　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1%



【有価証券】

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）

（単位：千円）

    期 別

種 類
貸 借 対 照 表
計 上 額

時　　価 評価損益

1.流動資産に属するもの

　　株　　　　　式              ―              ―             ―

　　債　　　　　券              ―              ―             ―

　　そ　　の　　他              ―              ―             ―

小　　計              ―              ―             ―

2.固定資産に属するもの

　　株　　　　　式 1,442,044 7,221,238 5,779,193 

　　債　　　　　券 102,160 122,400 20,240 

　　そ　　の　　他 113,327 127,794 14,466 

小　　計 1,657,532 7,471,432 5,813,900 

合　　計 1,657,532 7,471,432 5,813,900 

(注)１.時価等の算定方法

      (1)  上場有価証券・・・・・・・主に東京証券取引所の最終価格等であります。

      (2)  店頭売買有価証券・・・・・日本証券業協会が公表する売買価格であります。

      (3)  証券投資信託の受益証券・・基準価格であります。

    ２.開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

前連結会計年度

   　  (固定資産)割引金融債 898 千円
    　  　      店頭売買株式を除く非上場株式 102,512 千円
          　    中期国債ファンド 5,629 千円
                残存償還期限が１年内の外国債券 12,560 千円

前連結会計年度（平成12年3月31日現在）

有価証券の時価等



有価証券

１．その他の有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

種　　類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差    額

（1）株式 563,399 2,652,659 2,089,259
（2）債券

連結貸借対照表計上額が ①国債・地方債等 － － －

取得原価を超えるもの ②社債 91,870 96,090 4,220
③その他 － － －

（3）その他 15,626 16,468 842
小計 670,895 2,765,217 2,094,322

（1）株式 849,870 602,143 △ 247,727
（2）債券

連結貸借対照表計上額が ①国債・地方債等 － － －

取得原価を超えないもの ②社債 10,290 10,140 △ 150
③その他 － － －

（3）その他 92,276 76,538 △ 15,738
小計 952,437 688,821 △ 263,616

合　　計 1,623,332 3,454,038 1,830,705

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

（単位：千円）

３．時価のない主な有価証券の内容

（単位：千円）

その他の有価証券

　　非上場株式 107,137
　　中期国債ファンド 5,657
　　割引金融債 698

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

1.債券

(1)国債･地方債等 5,657 －　 －　 －　

(2)社債 10,000 90,000 －　 －　

(3)その他 －　 －　 －　 －　

2.その他

　投資信託 －　 13,627 93,050 －　

15,657 103,627 93,050 －　

(注)当連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

　　時価のあるものはありません。

合計

当連結会計年度（平成13年3月31日現在）

売 却 益 の 合 計

643,207 614,183
売 却 損 の 合 計売　　却　　額

連結貸借対照表計上額 摘　　　要

－



【デリバティブ取引】

(１)通貨関連

通貨関連のデリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外いたしました。

(２)金利関連

（単位：千円）

区

種　　類

分 うち1年超 うち1年超

市

場

取  金利キャップ取引

引

以    支払固定・受取変動 50,000 50,000 312 312 50,000 50,000 3 3
外

の

取

引

　　　合　　計 50,000 50,000 312 312 50,000 50,000 3 3

前連結会計年度 当連結会計年度

（注）時価の算定方法 （注）１.時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき 同左
　　　算定しております。

（注）２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は

　　　　 除いております。

当連結会計年度（平成13年3月31日現在）前連結会計年度（平成12年3月31日現在）

契　約　額　等
時　　　価 評 価 損 益

契　約　額　等
時　　　価 評 価 損 益



【退職給付】

1.　採用している退職給付制度の概要

　　　当社は、確定給付型の制度として厚生年金制度及び税制適格退職年金制度を採用しております。
税制適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け、デンセイ・ラムダ・ファシリティ―ズ(株）
は厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

2.　退職給付債務及びその内訳

当連結会計年度
　（平成13年　3月　31日現在）

(1)　退職給付債務 △ 3,877,957
(2)　年金資産 1,192,305
(3)　未積立退職給付債務　(1)＋(2) △ 2,685,652
(4)　会計基準変更時差異の未処理額 0
(5)　未認識数理計算上の差異 101,166
(6)　未認識過去勤務債務　 △ 367,233
(7)　連結退職対照表計上額純額 (3)+(4)+(5)+(6) △ 2,951,719
(8)　前払年金費用 0

(9)　退職給付引当金 (7)+(8) △ 2,951,719

 
　   

当連結会計年度
　　　　　平成12年　4月　1日

平成13年　3月　31日
　退職給付費用 333,813
　　　(1)　勤務費用 270,919
(2)　利息費用 123,278
(3)　期待運用収益 　 149,182

(4)  数理計算上の差異の費用処理額 △ 182,564

(5)  過去勤務債務の費用処理額 △ 14,689

(6)  会計処理基準変更時差異の費用処理額 △ 12,313

4.　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度

　　（平成13年　3月　31日現在）

(1)　割引率 3.0 ％

(2)　期待運用収益率 3.0 ％

(3)　退職給付見込額の期間配分方法 　　期間定額基準

(4)　過去勤務債務の処理年数 13―18　 年

(5)　会計基準変更時差異の処理年数 　　　　一括償却

(6)　数理計算上の差異の処理年数 13―18　 年

5.　総合設立型厚生年金基金の年金資産残高 2,698,535 千円

当社は総合設立型厚生年金基金制度を採用しておりますが、当社の拠出に対応する年金資産残高の

合理的計算が困難なため、加入人数按分により、当社分相当額の年金資産額を算出しております。

3.　退職給付費用の内訳

　当社は、確定給付型の制度として厚生年金制度及び税制適格退職年金制度を採用しております。
なお、国内連結子会社でも確定給付型の制度を設けており、エヌデック(株）は厚生年金制度、



５．製品別生産高、売上高及び受注高

(1)製品別生産高
（単位：千円、端数切捨）

期　別 前　　　期 当　　　期
自 平成11年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日 増　　減
至 平成12年 3月31日 至 平成13年 3月31日

 区　分 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
％ ％

電源機器事業 42,455,545 87.1 49,636,068 85.7 7,180,523

工事請負事業 6,297,650 12.9 8,255,356 14.3 1,957,706

合　　計 48,753,195 100.0 57,891,424 100.0 9,138,229

（注） １．前期平成１１年７月より日本電気精器㈱の生産高が加算されております。
２．金額は販売価格で表示しており、消費税は含んでおりません。

(2)製品別売上高
（単位：千円、端数切捨）

期　別 前　　　期 当　　　期
自 平成11年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日 増　　減
至 平成12年 3月31日 至 平成13年 3月31日

 区　分 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
％ ％

電源機器事業 44,307,381 87.6 49,952,581 85.8 5,645,200

工事請負事業 6,297,650 12.4 8,255,356 14.2 1,957,706

合　　計 50,605,031 100.0 58,207,937 100.0 7,602,906

（注） １．前期平成１１年７月より日本電気精器㈱の売上高が加算されております。
２．金額は販売価格で表示しており、消費税は含んでおりません。

(3)製品別受注高
（単位：千円、端数切捨）

期　別 前　　　期 当　　　期　　
    自 平成11年 4月 1日     自 平成12年 4月 1日 増　　減
　  至 平成12年 3月31日 　  至 平成13年 3月31日

 区　分 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
％ ％

電源機器事業 43,913,350 87.5 49,854,297 85.8 5,940,947

工事請負事業 6,297,650 12.5 8,255,356 14.2 1,957,706

合　　計 50,211,000 100.0 58,109,653 100.0 7,898,653

（注） １．前期平成１１年７月より日本電気精器㈱の受注高が加算されております。
２．金額は販売価格で表示しており、消費税は含んでおりません。


